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前分科会で提示した、検討が必要な課題例
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健康・医療

ＩＴ

クールジャパン

サービス
①日本のＩＴ投資を、どのように「攻め」のビジネスモ
デル改革につなげていけるか。

②ＩＴを活用したベンチャー企業の活躍を、どのように
促していくか。

③ビッグデータの利活用を促すために、個人情報の
ルール整備などの環境づくりをどう進めるか。

④サイバーセキュリティに強い産業構造を構築する
ために、官民でどのような取組が必要か。

⑤公的保険外の健康サービスを発展させ、医療費抑
制、新産業創出につなげられるか。

⑥新たなビジネスモデルを進展させるため、規制の
グレーゾーン解消をどう進めてゆくか。

⑦ＩＴの活用、ビッグデータ分析により、医療や健康管
理・予防サービスをどう充実させてゆくか。

⑧日本の医療サービスや医療機器を、どのように国
際的に展開してゆくことができるか。

⑨サービス産業の革新を担う経営人材を育成するメ
カニズムを、どのように構築するか。

⑩ＩＴやビッグデータを活用した新たなビジネスモデル
の創出を、どのように促していくか。

⑪ビジネス支援サービスの活用推進により、生産性
の向上を図れないか。

⑫行政のオープンデータを通じて、新たなサービス創
出の基盤を作りだせないか。

⑬クールジャパンについて、有望国・分野などを示す
など、どのような戦略で取り組むか。

⑭クールジャパン機構を活用して、民間のビジネス
の知恵を、どのように実現につなげていくか。

⑮観光（国交省）や食（農水省）など、他省庁との連
携をどのように深めていくか。

⑯ミラノ万博や2020東京オリンピック・パラリンピック
を好機として、どうクールジャパンを推進するか。
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商務情報政策局における取組と
今後の課題
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5

①日本のＩＴ投資を、どのように「攻め」のビジネスモ
デル改革につなげていけるか。

②ＩＴを活用したベンチャー企業の活躍を、どのように
促していくか。

③ビッグデータの利活用を促すために、個人情報の
ルール整備などの環境づくりをどう進めるか。

④サイバーセキュリティに強い産業構造を構築する
ために、官民でどのような取組が必要か。

ＩＴ
前分科会で提示した、検討が必要な課題例



ＩＴ：新たな情報革命：Cyber Physical System(CPS)
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○ IoTでつながる機器の台数は急増し、従来デジタル化されることなく散在していたデータが⼤量にインターネット
に流通

○ この結果、デジタルデータの収集、蓄積、解析、解析結果の実世界へのフィードバックが社会的な規模で可能とな
り、実世界とサイバー空間との相互関係が⽣まれ始めた

○ Cyber Physical System（CPS）とは、このように、データを通じて⼈間を介さず、直接サイバー空間に実世界の
状況が写し取られ、サイバー空間での情報処理結果が実世界の動きを制御する相互連関のこと
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CPS社会の実現に向けた
施策の方向性

Ⅰ. 制度を変える
Ⅱ.チャレンジを促す
Ⅲ.基盤を整備する
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活発な企業連携等を通じて、企業が試⾏錯誤できる「テストベッド」に
Ⅰ. 制度を変える

Ⅱ.チャレンジを促す
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【取組例１】攻めのＩＴ経営促進 〜 「攻めのＩＴ経営銘柄」の選定〜
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ＲＯＥが各業種平均を上回る企業における
「事業⾰新のためのＩＴ活⽤」開始からの経過年数

選定された企業⼀覧 業種
積⽔ハウス株式会社 建設業
アサヒグループホールディングス株式会社 ⾷料品
東レ株式会社 繊維製品
株式会社エフピコ 化学
株式会社ブリヂストン ゴム製品
JFEホールディングス株式会社 鉄鋼
株式会社⼩松製作所 機械
株式会社⽇⽴製作所 電気機器
⽇産⾃動⾞株式会社 輸送⽤機器
株式会社ニコン 精密機器
トッパン・フォームズ株式会社 その他製品
⼤阪ガス株式会社 電気・ガス業
東⽇本旅客鉄道株式会社 陸運業
株式会社アルファポリス 情報・通信業
三井物産株式会社 卸売業
株式会社三井住友フィナンシャルグループ 銀⾏業
東京海上ホールディングス株式会社 保険業
東京センチュリーリース株式会社 その他⾦融業

○コスト削減に留まらない「攻めのＩＴ経営」の促進を⽬的とし、東京証券取引所と共同で「攻めのＩＴ経営銘柄」を選定、５
⽉２８⽇に公表した（全３３業種のうち１８業種について各１社を選定）

○３年間の平均ＲＯＥが業種平均を超える企業においては、「ＩＴを活⽤した事業⾰新」を５年以上前から実施と回答した企業
が６割を超え、早期から「攻めのＩＴ経営」を推進している

○今後、さらに多数の企業による「攻めのＩＴ経営」推進と収益⼒強化の実現に向け、企業によるIT活⽤に関する情報発信等を
促進する

収益力の高い企業は早期から「攻めのＩＴ経営」を実施

（「攻めのＩＴ経営銘柄」選定に際した調査結果より経済産業省作成）9
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○若い天才的なＩＴ⼈材を発掘、育成する取組
として、2000年より（独）情報処理推進機
構（ＩＰＡ）において実施。

○個⼈の能⼒に着⽬し「突出した⼈材」を発
掘・育成する
• 産学界で活躍する⼈物をプロジェクトマ

ネージャー（PM）に任命し、発掘、指導。
• ９ヶ⽉間の独創的なソフトウェア開発への

挑戦を通じ⼈材を育成

・卒業⽣約1600名のうち、約160名が起業

・起業しない者も、その多くが国内外の
トップ企業で採⽤されるなど、多⽅⾯で
活躍

「未踏ＩＴ⼈材発掘・育成事業」

○ＩＴベンチャー推進のためには、起業の担い⼿となる優れた⼈材を発掘・育成が重要
○従来から多数のベンチャーを創出してきた「未踏ＩＴ⼈材発掘・育成事業」について、より

起業に結びつくよう⼀層の強化を図る

未踏事業の強化の⽅向

１．⾦融的⼿法を活⽤した起業につながる
⼈材育成⽅式の導⼊
• 「ソフトウェア開発」のみならず「ビジネスモデ

ル開発」まで⽀援
• 新たな⽀援⽅式では、⽀援を受けた⼈材が起業す

る場合、ストックオプションによる収益納付を可
能にする

２．ＩＴベンチャー創出に取り組む⼤学と
の連携推進

３．起業成功者が起業家を育てる「スター
トアップアクセラレータ」の活動促進

【取組例２】「未踏IT⼈材発掘・育成事業」
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（参考）「未踏IT人材発掘・育成事業」発ベンチャー起業の事例

吉崎 航⽒
2009年度未踏スーパークリエータ

株式会社V-Sido代表
ロボット⾰命実現会議委員

⻄川 徹⽒
2005年度未踏スーパークリエータ

株式会社プリファードインフラストラクチャー 代表取締役

⼈型ロボット⽤のOSとも⾔える
制御ソフトウェア「V-Sido（ブシドー）」を開発
・マウスやタブレットでCGを動かすだけで、
全⾝の動きを⽣成し、リアルタイムにロ
ボットを動かすことが可能
・2014年 ソフトバンクがロボット事業の
⼦会社として「アスラテック」を設⽴しV-
Sidoを採⽤

○ビッグデータをリアルタイムに処理する世界最⾼⽔準
の技術を開発
・リアルタイムのビッグデータ分析技術において、世界最⾼⽔準
の技術を開発
○⾃動運転等の実現に向けた、⼈⼯知能の研究開発
に着⼿
・⾃動運転⾞の共同開発でトヨタ⾃動⾞と提携を開始
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CPS推進協議会（仮称）

（連携の中核拠点）

産業モデル
（稼ぎ⽅・使い⽅）創出

製造プロセス

インフラ ・ 産業保安

【取組例】
統計を補完するリアルタイム経済指標の開
発や、個⼈や企業から発信される情報を活
⽤した将来予測
AIによる特許審査における先⾏技術⽂献調
査等の⾼度サポートシステム構築

産業モデル創出の企
画・⽴案
産業創出・拡⼤に必
要な横断ルール策定

モビリティ

スマートハウス ⾏政 医療・健康

流通

【取組例４】
CPSによるデータ駆動型社会の実現のためのテストベッドの構築

【取組例】
企業間と⼯場間をデータでつなぐ事
例の創出

【将来像】〜設計・製造・保守管理の最
適化。「規格品」から「テーラーメー
ド」品へ〜

【取組例】
サプライチェーン全体でデータを共
有、リアルタイム在庫管理

【将来像】〜「規格品の⼤量⽣産販
売」から「個⼈の嗜好に合わせたもの
をリードタイムゼロで販売」へ〜

【取組例】
⾃動⾛⾏技術の活⽤による新たなモビ
リティの事業モデルの検討

【将来像】〜交通事故・渋滞の低減等に
加え、⾃動⾛⾏技術を活⽤した新たなモ
ビリティの創造〜

【将来像】〜公共インフラの持続的運営・
⺠間参⼊拡⼤。保安⽔準向上、被規制負担
の軽減〜

【取組例】
データの分析技術等の活⽤による⾃
主保安技術・⼿法の⾼度化

【将来像】〜「予防」サービス普及に
よる医療費等の社会コストの適正化〜

【取組例】
診断情報、治療情報等の医療情報の
分析・活⽤

【将来像】〜データ駆動型⾏政による
サービスの抜本的向上〜

【取組例】
HEMSデータを活⽤した魅⼒的な
サービスを世界に先駆けて創出

【将来像】〜安価で安定的なエネル
ギー供給。新サービス創出による電⼒
⼩売市場活性化〜

【取組例】
ＡＩによる特許審査の⾼度サポート
システム構築
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Ⅲ．CPSに向けた官⺠共通基盤の整備

13

IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ



政府

企業 市場

・ ガイドライン策定
（とるべき対策の提示）

・第三者認証制度確立
（評価軸の提供）

認証取得・情報開示
（リスクの見える化）

株主等による評価
リスクファイナンス市場への展開

情報共有
（インシデント情報等）・ 情報共有

（対策情報）

・ 情報共有
（リスク情報）

＜構築すべき枠組みのイメージ＞

○データが付加価値の源泉となるＣＰＳ社会において、経営資源たるデータをサイバー攻撃から守るた
めには、セキュリティ経営が重要

○求められるサイバーセキュリティ経営ガイドラインを策定し、同ガイドラインに基づいた第三者認証
制度の確⽴することで、我が国企業のセキュリティ経営を促進

○併せて、官⺠・業種を越えた情報共有の促進することで、より⾼度なセキュリティを実現

【取組例１】我が国企業におけるセキュリティ経営の強化
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さ

【取組例２】海外からのIT⼈材の留学及び採⽤ルートの充実

留学＜アジアＩＴ大学＞
ＩＴ専攻の学（卒業）生 ＜日本語学校＞

＜日本IT企業＞

（橋渡しのイメージ）
• 相手国政府と協議し、相手国内のIT関連大学を複数選定。
• 日本側関係団体と選定されたIT大学及び日本語学校関連

団体との連携組織を組成。
• IT大学からの留学生を日本語学校関連団体から推薦の

あった適切な日本語学校に紹介。

（就職ルート拡大のイメージ）
• 日本側関係団体が国内IT企業からIT人材のニーズを

収集。当該採用情報等を来日した日本語学校の留学
生に提供。

• 関係団体がマッチングイベント等を実施し、留学生と
企業の橋渡しを推進。

海外からのIT人材の留学及び採用ルート充実のイメージ図

想定される国
・ベトナム
・インド ・・・等

○⽇本語習得を⽬的として、我が国に⼊国するアジアＩＴ⼈材が今後増加することが⾒込まれることか
ら、アジアＩＴ⼤学と⽇本語学校を橋渡しする機能を充実させることが重要

○併せて当該ルートで⼊国した外国⼈のＩＴ企業への就職ルートの強化が必要

15
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【取組例３】IT産業における構造問題への対応について

16

IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

IT産業の構造的課題

発注者がプロジェクト管理やリスク
マネジメントを行っておらず、丸投
げとなっている

プロジェクト体制が把握されておら
ず、多重発注が繰り返されている

指値で発注され、成果や能力が価
格に適切に反映されていない
（アジャイル開発等も導入困難）

対応の方向性

「情報サービス・ソフトウェア産業における下請適正取
引等の推進のためのガイドライン」の改定等

「セキュリティ経営ガイドライン」（仮称）の策定

 「下請代金支払遅延等防止法（下請法）」等の法令の適用及びその他

の取引適正化の取組みについての考え方を示したガイドライン。

 ガイドライン改定に加え、下請法に違反する取引に対しては、厳正に

対処。
・中小企業庁の下請代金検査官による立入検査。

・違反があった場合、公取委から、違反行為の取りやめ、再発防止措置を勧

告。企業名を公表。

ポイント

 丸投げ下請の防止
適正なリスク・コスト分担とそれに基づく値決めの交渉を行わずに、親事業者が一方

的な契約条件決めを行うことを違反行為（買いたたき等）として明確化。

 適正な契約条件のあり方を提示（モデル契約）
•様々なプロジェクト形態（アジャイル等）における、契約のあり方と適正な値決めの
方法（人月ベースから成果・能力ベースへ）

•サイバー攻撃等のリスク低減のため望まれる契約形態と適正な値決め方法等

スケジュール

 有識者により、下請ガイドライン・モデル契約を検討し、本年度中に
改定

 サイバーセキュリティ基本法等に基づくガイドライン。

 企業や重要インフラ事業者が、経営上行うべきセキュリティの確保に

関する事項を明確化。

＜セキュリティ経営ガイドライン構成イメージ＞
・経営層のリーダーシップと社内専門組織の設置・運用
・ビジネスパートナーとのセキュリティ対策の事前確認
・委託先監督の徹底
・ステークホルダーへの情報開示 等

ポイント

 委託先に対する監督責任の明確化
・委託先に対する、定期・不定期の監査・点検の実施

・プロジェクト実施体制の把握（体制図の作成）

・再委託契約の事前確認

・アクセスログ等の保存・提供等の技術的対策の要求 等

スケジュール

 有識者により、セキュリティ経営ガイドラインを検討し、本年度中
に改定。
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前分科会で提示した、検討が必要な課題例

健康・医療
⑤公的保険外の健康サービスを発展させ、医療費抑
制、新産業創出につなげられるか。

⑥新たなビジネスモデルを進展させるため、規制のグ
レーゾーン解消をどう進めてゆくか。

⑦ＩＴの活用、ビッグデータ分析により、医療や健康管
理・予防サービスをどう充実させてゆくか。

⑧日本の医療サービスや医療機器を、どのように国
際的に展開してゆくことができるか。



ヘルスケア産業創出による一石三鳥の実現

○予防・健康サービスの産業化

・慢性期医療（生活習慣病関連）にかかる医療費を、公的保険外のサービスを活用した予防・健康管理にシフト
させることにより、「国民の健康増進」、「医療費の適正化」、「新産業の創出」を同時に実現。

○地域経済・コミュニティの活性化
・地域において人口減少と医療費増大が進む中、①高齢化に伴う地域の多様な健康ニーズの充足、②農業・観光
等の地域産業との連携による新産業創出により、地域の「経済活性化と医療費適正化」につなげることが重要。

○社会経済システムの再構築の必要性
・高齢化社会に対応して、医療・介護等の社会経済システムを再構築し、「生涯現役社会」に向けた取組が必要。

医
療
費

個人の年齢

公的保険による医療サービスの供給ライン
公的保険外サービスを併用した供給ライン

慢性期医療から
予防・健康管理へのシフト

慢性期
医療

【予防・健康管理サービスの活用】 【地域経済における予防・健康管理サービスの役割】

医療・介護
（地域包括ケア）

農業・観光等の地域産業との連携
（医・農商工連携等）

地域の経済活性化と医療費適正化

公的保険外の
運動、栄養、保健サービス等

新産業創出

地域医療・介護
体制の構築
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健康投資など

地域包括ケアとの連携

慢性期医療（生活習慣病関連）の
医療費は約9.8兆円。予防・健康
管理サービスにより削減可能
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ヘルスケア産業政策の方向性～「生涯現役社会」の構築～

経済活動 再就職（短時間労働）

ボランティア（社会貢献）

農業・園芸活動 等

身体機能の維持（リハビリ等）

居宅サービスの利用

介護施設の利用

企業にとってこの期間を如何に健康で働
いてもらうかが重要：健康投資
→ その後の健康寿命にも大きく影響

経済活動へのゆるやかな参加
ボランティア等社会貢献：
新たなビジネス創出の必要

地域社会の特性に応じた働き方、
社会貢献の在り方を検討。

ニーズに応じた
ケア体制の整備

この期間（健康寿命）を如何に長く維持することができるか

＜フルタイムでの活動＞ ＜第二の社会活動＞ ＜余生の充実＞ ＜介護サービス
・施設等の利用＞

居宅継続
の場合も

19

○誰もが健康で長生きすることを望めば、社会は必然的に高齢化する。 → 「高齢化社会」は人類の理想。

○戦後豊かな経済社会が実現し、平均寿命が約50歳から約80歳に伸び、一世代（30年）分の国民が出現。

○国民の平均寿命の延伸に対応して、「生涯現役」を前提とした社会経済システムの再構築が必要。
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○我が国の社会経済システムは、戦後復興・経済成長期に整備されており、平均寿命の延伸に伴う変化に対
応できていない。新たな経済主体の存在を前提とした医療・介護等の制度の見直しを行うことにより、社会保
障費の適正化を図るとともに、これに伴う新たな産業（雇用）の創出を実現することが必要。

医療費
早期発見、早期対応により、
医療費の適正化が可能。診断薬等の開発により、適切

な治療方法の選択

予防、食生活管理等の併用

効率的な治療体制の整備
（ジェネリック薬の活用等）

介護費
社会参加、リハビリ

社会的存在としての位置づけ
経済活動へのゆるやかな参加
ボランティア等社会貢献

ニーズに応じたケア体制の整備
（地域包括ケア）

地域社会の特性に応じた働き方、
社会貢献の在り方を検討。

食生活や運動管理のための
サービス需要が増大。

健康維持を兼ねた社会参加と経済活動
の融合を実現することが求められる。
地域発の新ビジネスモデル

早期診断のための機器の開発や、
個別化医療に対応する医薬品の
開発、低侵襲の医療機器の開発等
が求められる。

早期診断や健康管理に対する
企業や自治体の取り組みが重要。

真に必要な介護

＜生活管理＞
糖尿病等生活習慣病

＜老化由来＞ がん、
アルツハイマー等精神疾患

＜通常疾患＞
感染症、外傷 等

高齢化社会への対応～社会保障制度の見直しのイメージ～

20
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○「健康・医療戦略推進本部」の下に設置されている次世代ヘルスケア産業協議会において、需要と
供給の好循環を生み出す視点から、（１）企業・健保等による健康投資の促進【需要面】と、 （２）受
け皿となる公的保険外のヘルスケアサービスの創出【供給面】に関して具体策の検討・実施。

（事業環境の整備）（健康投資の促進）

地域資源の活用
（地域版協議会の設立促進）

事業の不確実性の解消
（グレーゾーンの解消等）

資金・人材の充実
（ファンド創設や経営人材の供給）

品質の見える化
（第三者認証の創設等）

企業・健保等による健康サービスの活用
促進

健康投資対効果の見える化
（統一的な評価指標の策定）

健康経営に対するインセンティブの措
置（銘柄選定・金利優遇等）

「健康」に対する支出の拡大

安全
安心

需給両面での対策

需要面（健康投資WG） 供給面（新事業創出WG）
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（需
給
両
面
か
ら
の
対
策
）

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
検
討
の
視
点

「健康」サービスの供給拡大
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需給一体となった対策

健康長寿社会の実現

国民の健康寿命の延伸 医療費の適正化新産業の創出



１．グレーゾーンの解消実績

２．地域ヘルスケア産業支援ファンドの出資実績

○産業競争力強化法のグレーゾーン解消制度を活用し、ヘルス
ケア産業分野で１０件の個別事例について解消。

○例えば、自己採血による簡易な検査を行い結果を通知する健
康管理サービスを創出した事業者は、グレーゾーン解消後、
サービス提供店舗が、解消前の約９倍に増加。

○（株）地域経済活性化支援機構（REVIC)は、地銀等にも出資
を募り、平成26年９月に、「地域ヘルスケア産業支援ファンド」
（ファンド総額100億円）を設立。これまでにヘルスケア産業関
連企業７社に出資。

○公的保険外サービス分野の第一号としては、鉄道駅やイベン
ト会場でのセルフ健康チェック事業を行うケアプロ（株）が、
店舗拡大やサービス供給体制の強化のため、平成26年11月
に出資を受けた。

ケアプロ(株)

地域ヘルスケア産業支援ファンド

住民等

出資 経営人材
の派遣

サービス
提供

健康ライフコンパスの
店舗数推移

これまでの成果①

グレーゾーン解消後
(H27年5月末）

約７５０店舗

解消前
（H26年2月）

８４店舗

グレーゾーン申請後
（H26年2月26日以降）

22
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４．第三者認証の立ち上げ実績

○健康運動サービスに関する品質評価に関して、日本規格協会が
専門委員会での検討を踏まえ、審査基準等を策定し、アクティブレ
ジャーサービスの認証制度を創設。 ２月１８日に１２件の認証事
業者を発表。 （昨年度経済産業省委託事業を活用）。

○本年４月より、自主事業として認証事業をスタート。

これまでの成果②

３．地域版ヘルスケア産業協議会の立ち上げ実績

＜検討中＞

○青森県 ○広島県
○埼玉県 ○島根県 他

○地域におけるヘルスケア産業創出のため、本省・地方経産
局が中心となり、厚労省の協力を得て、事業者及び自治体
を対象としたフォーラムを全国で18回開催し、約2000人が参
加。

※参加事業者：約１０００社、参加自治体：１８０団体

○現在のところ、全国５ブロック（北海道、沖縄県含む）、６県
３市で設置。検討中も含めて、今年中に１０県程度に拡大。

＜設置済み＞

○北海道
○中部
○四国
○九州
○沖縄
○神奈川県
○群馬県

○三重県
○長崎県
○長野県
○徳島県
○松本市
○鹿児島市
○薩摩川内市

23
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○健康経営に積極的に取り組む企業を株式市場で評価する仕組みを構築するため、本
年３月２５日、東京証券取引所と共同で、「健康経営銘柄」として２２業種２２社を選定。

※ 業種区分（３３業種）毎に最も優れた１社を抽出し、①上位２０％で足切り、②コンプライアンスでのスクリーニング、③東証のＲＯＥスクリーニ
ング を行い２２社を選定。回答企業全社（４９３社）に対して結果サマリーを送付。

○健康経営に優れる企業（経産省調査の評価上位20％）の平均株価を見ると、ＴＯＰＩＸを
上回る水準で推移している。特に、今回銘柄に選定された22社の平均株価は、それをさ
らに上回る結果となっている。

健康経営銘柄について

＜「健康経営銘柄」選定企業一覧＞

・アサヒグループホール
ディングス

・東レ
・花王
・ロート製薬
・東燃ゼネラル石油
・ブリヂストン
・ＴＯＴＯ
・神戸製鋼所
・コニカミノルタ
・川崎重工業
・テルモ
・アシックス

・広島ガス
・東京急行電鉄
・日本航空
・ＳＣＳＫ
・丸紅
・ローソン

・三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

・大和証券グループ本社
・第一生命保険
・リンクアンドモチベー
ション

これまでの成果③ ～健康経営銘柄の設定

＜健康経営と株価連動の図＞

2014年11月「従業員の健康に関する取り組みについての調査」結果を基にして経済産業省が作成
※2005年1月末を基点100とし、2015年2月末までの各月末時点の各社の時価総額から指数を作成。

新規上場など、基点のデータがない企業は除いた

2008年9月リーマン・ショック
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医療機器開発支援ネットワーク IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

○平成２６年１０月３１日に、「医療機器開発支援ネットワーク」を立ち上げ、業務開始。事務局サポー
ト機関及び地域支援機関（自治体、商工会議所、公設試等）にワンストップ窓口を設置。

○相談件数は平成２７年５月２５日時点で７０７件に達し、反響大。このうち、伴走コンサルは１８７件
（予定を含む。うち約２割は大企業）。

○相談案件を業種別にみると、ものづくり企業（部材供給等）からの相談が最も多い（３５％）。中で
も、異業種からの新規参入（自社技術の応用、販路開拓等）に関する相談案件が多い。

○事業化段階別にみると、特に販路開拓に関する相談案件が最も多い（５５％）。



○経済産業省が実施中のアウトバウンド実証事業では、新たなビジネスモデルに基づくプロジェクトを組成。

①「病院まるごと輸出」モデルの多様化：事業・投資リスクの適切な分担を図るプロジェクトモデルの構築

②医療人材育成等を通じた販路開拓：ティーチングホスピタル（※）等にトレーニングセンターを設立

（※）専門分野の教育・研修を行う現地中核病院

北斗病院が、脳ドック・心臓ドックを含む総合検
診センターをウラジオストクに設立。

日本側が６４％、ロシア側が３６％出資した現地
法人がセンターを運営。

ウラジオストク画像診断センター
平成２５年５月設立

北原国際病院が、脳神経外科等を診療科とす
る、救急救命センターを備えた日本式総合病院
をプノンペンに建設予定（日本側１００％出資）。

カンボジア救急救命医療センター
平成２６年１２月着工

医療法人偕行会が、一般内科や糖尿病内
科等を診療科とする日本式クリニックをジャ
カルタに設立（日本側１００％出資）。

インドネシア日本式クリニック
平成２６年６月設立

サンパウロ大学病院等の現地有力病院が、東
京医科歯科大学と富士フイルム等の協力を得
て、日本式大腸がん検診システムのトレーニン
グセンターを設立。

ブラジル大腸がん検診トレーニング
センター 平成２７年１月設立

カザフスタン国立がん研究所がＭＥＪ等の協
力を得て、がん診断センターを設立。

カザフスタン高度がん診断センター
平成２７年内設立予定

インドネシア消化器内視鏡学会と国立チプト病院
（ジャカルタ）が、日本消化器内視鏡学会とオリンパ
ス等の協力を得て、チプト病院内に日本式内視鏡医
療トレーニングセンターを設立。

インドネシア内視鏡トレーニングセンター
平成２６年９月設立

ベトナム保健省直轄のバクマイ病院（ハノイ）が、名古
屋大学と富士フイルム等の協力を得て、バクマイ病院
内に日本式内視鏡医療トレーニングセンターを設立。

ベトナム内視鏡トレーニングセンター
平成２６年７月設立

：「病院まるごと輸出」案件 ：「医療人材育成」等案件

バングラデシュ日本式総合病院
グリーンホスピタルサプライ等を中心に
検討中。

実現 検討中 検討中実現

相澤病院が現地法人を設立し、北京天壇普華
医院と提携して日本式機器・サービスを導入し
たリハビリテーションセンターを設立。

中国リハビリテーションセンター
平成２７年３月設立
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モスクワ第一医科大学とモスクワ循環器セン
ターが、東芝メディカルシステムズ等の協力を得
て、循環器病画像診断センターを設立。

ロシア循環器病画像診断センター
平成２７年９月設立予定

メディヴァと富士フイルムが、国立セントラル・
ウーマン・ホスピタル（マンダレー）内に、乳がん
検診センターを設立。

ミャンマー乳がん検診センター
平成２７年２月設立

医療サービス・機器の国際展開（アウトバウンド） IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ
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サービス
⑨サービス産業の革新を担う経営人材を育成するメカ
ニズムを、どのように構築するか。

⑩ＩＴやビッグデータを活用した新たなビジネスモデル
の創出を、どのように促していくか。

⑪ビジネス支援サービスの活用推進により、生産性の
向上を図れないか。

⑫行政のオープンデータを通じて、新たなサービス創
出の基盤を作りだせないか。

前分科会で提示した、検討が必要な課題例



【現状】GDPに占めるサービス産業の割合

 サービス産業（広義）（政府及び民間非営利サービス含む)は、GDPベースで約７割(約350兆円（2012）)
を占め、規模は拡大傾向。

 また、サービス産業といっても、多種多様の業種で構成されている。

IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ
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 総理から、⽇本サービス⼤賞創設の発表とともに、「今こそサービス⽣産性⾰命を起こす時」とサービス産業の重要
性に⾔及。サービス産業⽣産性向上に関する３つの⽅向性（ イノベーション、リスペクト、グローバル）を表明。

 サービス産業の重要性
サービス産業は我が国の経済が持続的な成⻑を続けていくための
重要な要素。今こそサービス⽣産性⾰命を起こす時。

 サービス産業⽣産性⾰命の３つの⽅向性
イノベーション → 新しいサービスの創出、IT技術や設備の導⼊をはじめとした、「攻めの経営」を促進。

リスペクト → “質”に⾒合った評価・対価を受けられるようにするなど、サービスの⾒える化を⾏う。1つの
“ものさし”の提⽰として「⽇本サービス⼤賞」を創設する。

グローバル → ⾷⽂化をはじめとする⽇本のサービスが、国境を越え、外国でも浸透するよう、表⽰・メ
ニューの外国語対応や、外国発⾏のクレジットカード対応普及を⽀援していく。

首相官邸HP：
http://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/actions/20
1503/02seisansei.html
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【直近の動向】 安倍総理スピーチ（3月2日 於：日本生産性本部60周年パーティ） IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ



１．「⽇本サービス⼤賞」
○平成２７年３⽉、ベストプラクティスの普及に向けた国⺠運動と
して、「⽇本サービス⼤賞」を創設。

※内閣総理⼤⾂賞、地⽅創⽣⼤⾂賞、総務⼤⾂賞、厚⽣労働⼤⾂賞、
農林⽔産⼤⾂賞、経済産業⼤⾂賞、国⼟交通⼤⾂賞等

※サービス産業⽣産性協議会(SPRING)が主催。
○平成２７年７⽉から、業種や事業者の規模を問わず公募を開
始、平成２８年４⽉に表彰を⾏う。以降、毎年度表彰を予
定。

２．「おもてなし経営企業選」の選出
○少⼦⾼齢化、価格競争の激化、グローバル化への対応等、多くの
サービス事業者は厳しい競争にさらされる中、各地域において、「顧
客」のみならず、「社員」、「地域・社会」から愛される経営を「おもて
なし経営企業選」を選出。

○この度、「平成26年度おもてなし経営企業選」として22の事業者を
選定。

○多くの事業者にこうした先例を参考にしていただき、⾃らのビジネスの
⾼付加価値化や差別化に向けた取組のきっかけとなることを期待。

・企業のイノベーションを促進し⽣産性を⾼めるためには、成功事例の横展開が重要。
・企業の表彰制度及びサービスの規格認証制度を創設し、強⼒に情報を発信する。

【取組例①】ベストプラクティスの徹底普及 IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

30



31

１．IT導⼊の相談をしやすくする環境整備
○ＩＴ導⼊⽀援の役割を担う各地のＩＴコンサル⼈材をリスト化し、中⼩企業とマッチングする体
制を整備

○中⼩企業や⽀援機関からＩＴコンサル⼈材に対する評価を収集。⽀援能⼒を「⾒える化」

２．ITの導⼊⽀援
○中⼩企業⽀援機関や中⼩企業⾃⾝が、各社のIT活⽤状況を評価、分析する⾃⼰診断ツールを
策定。これを⽤いて課題を把握し、IT利活⽤を促進

１．ＩＴ導入の相談をしやすくする環境整備 ２．ＩＴの導入支援

ＩＴコンサル人材をリスト化

 12月を目途に各地のＩＴコンサル人材を

リストに取りまとめ

 27年度からマッチングを開始

ＩＴコンサル人材の支援能力の「見える化」

 評価収集プラットフォームの構築作業を開始

 27年度中から評価の収集を開始

ＩＴ活用状況自己診断ツールの策定

 27年度中に自己診断ツールを策定

 28年度から、ＩＴコンサル人材とも連携し
普及を推進

自己診断ツールを用いて課題を把握

⇒ ＩＴ製品の販売のみにとどまらない
確実に効果の上がるＩＴ導入を推進

【施策のイメージ】
各団体を通じＩＴコンサル人材をとりまとめることを想定

 ＩＴコーディネータ協会
 ＪＣＳＳＡ（日本コンピュータシステム販売店協会）
 ＡＮＩＡ（全国地域情報産業団体連合会） 等

支援を受けた中小企業がＩＴコンサル人材に対する評価を実施

【取組例②】 ＩＴ利活用の促進 IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ
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１．⼤学等によるサービス経営の専⾨・実
践教育プログラムの開発⽀援

○本年4⽉2４⽇、当該⽀援を⾏う「産学連携
サービス経営⼈材育成事業」(fy27経産省事業)の
公募を開始（5⽉末まで）。

○7⽉第2週に採択校を決定予定（14校予
定）。

○平成31年度までに50校程度を⽀援し、学科、
コース等の教育課程に各校が組み込むことを⽬
指す。

２．実地研修を通じた経営⼈材育成

○中⼩サービス事業者の経営者候補に、優良企業
で修⾏する機会を提供。

○地域のサービス産業活性化を志す⼈材に地域づ
くり「達⼈」のもとで⼀定期間修⾏する機会を提
供。

【参考】 ⽬指すイメージ（諸外国のサービス経営⼈材育成教育機関）
【参考１：宿泊業】
コーネル⼤学ホテル経営学部（⽶国）
ホテル経営専⾨の経営⼈材育成プログ
ラムを提供。ホテル経営学の世界最⾼
峰と評される。

【参考２：飲⾷業】
カリナリー・インスティテュート（⽶国）

飲⾷分野専⾨の経営⼈材等の育成
を⾏う⽶国⾼等教育機関。

【取組例③】 サービス経営人材等の育成 IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

サ
␗
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会

地域づくりの｢達⼈｣
（「地域活性化伝道師」 等）

サービスの優良企業
・「ハイ・サービス⽇本300選」、
・「おもてなし経営企業戦」 等

次世代経営⼈材

次世代経営⼈材育成 サービス産業地域振興⼈材の養成

地域コーディネーター志望者

修
⾏

修
⾏

中⼩サービス事業者 商⼯会議所／⾃治体 等

マ
⑁
チ
ン
グ

中⼩サービス業中核⼈材育成事業 （平成27年度予算 1.2億円）



１．ガイドラインの策定

策定の背景

・本年６月に改訂された日本再興戦略において、中小
サービス事業者の生産性向上に向けて、具体的手法
と段取り等を示すガイドラインを策定するよう指摘が
なされたところ。

ガイドラインを軸とした支援策展開イメージ

２．ガイドラインの概要

・具体的な手法

サ
ー
ビ
ス
の
生
産
性
向
上

※日本再興戦略改訂２０１４ －未来への挑戦－
（平成２６年６月２４日）（抜粋）

ⅲ）サービス産業の生産性向上
（略）

・中小サービス事業者の生産性向上にむけて、具体的手法と段取り
等をガイドラインとして策定

◆サービスの生産性向上 ＝

付加価値の向上、
革新ビジネスの創出

効率の向上
（出典）サービス産業のイノベーションと生産性に関する研究会の報告（2007年）

「サービス産業の高付加価値化に関する研究会報告書」（平成26年5月）、産業構造
審議会新成長政策部会・サービス政策部会 サービス合同小委員会（平成20年6
月）、サービス産業におけるイノベーションと生産性向上に向けて 報告書（平成１
９年4月）において示された考え方を、事業者の課題意識に置き換えて整理。

【取組例④】中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ
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商業・サービス競争⼒
強化事業（２７年度
９．９億円）

ものづくり・商業・
サービス⾰新補助⾦

設備投資やプロセス改善に
取り組む中⼩企業

３８５万社の太宗を
占める中⼩企業

「外部連携」による⾰新的ビジ
ネスの創出に取り組む中⼩企業 ガ

イ
ド
ラ
イ
ン

連
携

数⼗〜百社

〜数万社

〜数百万社

中⼩サービス事業者の全体像 ⽣産性向上⽀援策

成功事例の
普及・展開
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前分科会で提示した、検討が必要な課題例

クールジャパン
⑬クールジャパンについて、有望国・分野などを示すな
ど、どのような戦略で取り組むか。

⑭クールジャパン機構を活用して、民間のビジネスの
知恵を、どのように実現につなげていくか。

⑮観光（国交省）や食（農水省）など、他省庁との連携
をどのように深めていくか。

⑯ミラノ万博や2020東京オリンピック・パラリンピックを
好機として、どうクールジャパンを推進するか。



クールジャパンの推進 IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

○クールジャパンの推進にあたっては、内閣官房を司令塔とし、関係省庁・関係機関とも連携しつつ、我が国の
ファッション、コンテンツ、食等の生活文化関連産業の対外的な発信等による日本ファンの拡大、事業者の機
運醸成、機会創出を通じ、日本企業の海外需要獲得・拡大を図っているところ。

①日本ブーム創出 ②現地で稼ぐ ③日本で消費

⽇本の魅⼒の
効果的発信

現地で稼ぐための
プラットフォーム構築

⽇本に呼び込み
⼤きく消費を促す

外国人の日本各地域への誘
客及び滞在期間・消費の拡大

（１）クールジャパン資源を活
用した観光振興

＜戦略的海外展開＞

日本に対する興味・関心を高め
る機会の創出

（１）コンテンツの海外展開及び
ローカライズ支援

・Ｊ－ＬＯＰ
（２）日本でのイベント開催及び

海外情報発信
・コ・フェスタ
・インフルエンサー招聘

（３）海賊版対策の強化

日本のコンテンツ専用チャンネルの確保
や商業施設等における関連商品の販売

（１）製品開発・チームづくり
・プロデューサー派遣
・企業マッチング

（２）現地企業とのマッチング
（３）テストマーケティング
（４）クールジャパン機構による出資等
（５）日本政策金融公庫による融資



ローカライズ
アニメ 電子コミック

『ちびまる子ちゃん』
発信国・地域：中国
日本アニメーション・インター

ナショナル株式会社
© SAKURA PRODUCTION / NIPPON ANIMATION

『ドラえもん』
発信国・地域：英語圏（全世界）
株式会社藤子・F・不二雄プロ

© Fujiko‐Pro

ドラえもんを有効活用した
企業プロモーション実施例

ＡＳＥＡＮ諸国向けに制作した、ド
ラえもんが家電製品の高性能・高
品質をアピールするＣＭを各国主
要メディア向けに放送。

海外見本市への出展例

東京ゲームショウ2014

地方発コンテンツの海外展開事例

北海道テレビは、地域の魅力を発信する番組を制作し、Ｊ－ＬＯＰ
により質の高いローカライズを実施できたことで海外での放送を
次々と実現。

番組と連動したキャンペーンを行うことでアンテナショップの売上
は前年比で約３割向上。

プロモーション

SHARP×ドラえもん

○日本コンテンツの海外展開促進のため、字幕・吹き替え等の現地化（ローカライズ）や国際見本市への出展、
広告出稿等のプロモーション費用 の補助（補助率：１／２、特に地域経済活性化に資する案件については

補助率２／３ ）を実施（平成２６年度補正６０億円）。

○平成２４年度補正予算（１５５億円、総務省・経済産業省の共同予算）において同様の支援を実施（補助率：１／２）。

これまで約2年間で約3,800件の案件を支援、コンテンツを活用したビジネスモデル革新を牽引。

世界33カ国・地域からの421の企

業・団体が出展し、25万人以上が来

場。VR(仮想現実)に対応したヘッド

マウントディスプレイなどが大注目。

①日本ブーム創り－コンテンツの海外展開及びローカライズ支援 IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

J-LOP＋（ジェイロップ プラス）事業



伝統の有田焼を海外のライフスタイ
ルにあわせた新ブランドを開発。世
界的なラグジュアリーブランドを目
指す。

【有田製窯（株）：佐賀】

200年以上続く有田焼窯元「弥左エ門窯」が欧
州のマーケットプロデューサーと連携し、
「ARITA PORCELAIN LAB」として、フランス・
パリでイメージを高めながら販路を開拓。

地域ブランド「播州刃物」を創設し、
世界中の匠・マイスターの手へ届け
る。

【（株）田中マイスターを中心とする鍜冶屋
コンソーシアム：兵庫】
250年続く、刃物産地兵庫県「播州」が、プロデュー
サーが中心となり、海外を目指し、産地ブランド「播
州刃物」を新設。手作業で一点一点丁寧に仕上げ
た刃物をパリやNYなどで販路開拓。あわせて、鍛冶
屋の技の後継者の確保をねらう。

自動車部品メーカーが、グローバル
トップを目指し、
最新バーツール「BIRDY.」
を開発。カクテルの本場欧州へ挑戦！
【横山興業（株）：愛知】

下請けではない、自社ブランドを作りたいと、金属
加工・研磨の高い技術力を生かした、新製品バー
ツール「BIRDY.」を開発。海外PRの実績が豊富な
外国人プロデューサーと連携し、本場イギリス・ド
イツでの販路を開拓。

⃝ 日本各地には海外市場でも高い評価を得られる魅力的な地域資源（ものづくり、伝統的工芸品、食、観光な
ど）が存在。他方で、海外消費者のニーズに合わせたアレンジや、現地での販路開拓に課題あり。

⃝ このため、海外マーケットに精通したプロデューサーを派遣し、地域資源を磨き上げ、現地への情報発信や
販路開拓を支援する取り組みを実施。

⃝ 平成２６年度は、予算額約１億円で１６の案件を採択。複数の案件で現地バイヤーとの商談が成立するなど
成果を実現。また、平成２６年度補正では約５億円の予算を確保。今後、全国の地域資源を発掘し、地域発
のクールジャパンとして海外に向けて展開。

平成２６年度事業の一例 JAPANブランド・プロデュース支援事業

②現地で稼ぐ－製品開発・チーム作り＜プロデューサー派遣事業＞ IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ



８０言語以上に対応した日本のコン
テンツの世界発信のためのローカ
ライズの基幹
インフラを獲得

海外向け
ジャパン
コンテンツ

関連ネット販売

Tokyo Otaku
Mode 等

全世界
（米国・
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ等）

海外に向けて日本のマンガ・
アニメ等のポップカルチャー
の魅力を発信するメディア・Ｅ
Ｃ事業

１５億円

地域・中小企業やク
リエイター等の海外
展開のプラット
フォーム

コンテンツ

正規版アニメ
関連ネット販売

アジア
（台湾・
タイ等）

全世界

ﾊﾞﾝﾀﾞｲﾅﾑｺHD等

１０億円

吉本興業等

１０億円

正規版日本アニメのサイマル配信を
多言語で行う動画配信・ＥＣ事業

エンタテイン
メント

アジア各国向けＴＶ番組で日本を発信し、イ
ベントや地域物販等を展開

（総事業費 ５０億円）

（総事業費 ２１億円）

スカパーJSAT

４４億円

ジャパン
チャンネル 全世界

日本アニメ産業の
海外展開でアニメ
ータの出口を拡大

ジャパン
コンテンツの
ローカライズ

全世界

イマジカ・
ロボットHD等

７５億円

（総事業費 １９０億円）

日本コンテン
ツの対外発
信を加速

世界２２カ国に日本コンテンツの有
料放送チャンネルを展開し、
地域物販やインバウンドを促進

海外でのクリ
エイター育成

アジア・
欧州・豪

州

KADOKAWA
Contents

Academy 等

４．５億円

アジア等で日本コンテンツを活用
したビジネスを支えるクリエイター
人材を育成する
スクール事業

（総事業費 １０億円）

（総事業費 １１０億円）

類型 内容 概要対象国 事業主体
（機構の出資規模）

地域企業等
の商品・
サービスの
海外展開

※支援決定額については、上限額となっており、
為替の影響等により金額に変動がある。

※平成27年4月6日時点

38

②現地で稼ぐ－クールジャパン機構の投資案件① IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ



日本食
フードタウン

外食ﾍﾞﾝﾁｬｰ等シンガ
ポール

地域外食ベンチャー等を集
約し「集客力」「ｸｵﾘﾃｨ」等で
差別化

食

※

力の源HD等
７億円

融資枠１３億円

欧米豪
外食産業・
日本食材の
海外展開基盤

７億円
※ 一般社団法人日本外食ベンチャー海外展開推進協会を中心とした外食ベンチャー複数者によるコンソーシアム

日本食材
コールド
チェーン

ベトナム
（ホーチミン）

東南アジアで日本食材流通の基盤と
なるコールドチェーンを構築（高性能
冷凍冷蔵倉庫を整備）

日本ロジテム等

９．２６億円

（総事業費 １５億円）

（総事業費 １０億円）

ジャパン
モール

三越伊勢丹HD等
マレーシア

（クアラルンプール）

ジャパン
モール

H2Oﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ等
中国

（寧波市）

ＡＳＥＡＮ初の全館クールジャパンの
「ショーケース」を構築し、日本の最先端
のライフスタイルを発信

中国のｱｯﾊﾟｰﾐﾄﾞﾙ層に向け、
地方有力都市で、過去最大
級の規模の先駆的百貨店モ
デルを構築

１１０億円

１０．７億円ライフ
スタイル

（総事業費 ５１０億円）

（総事業費 ２０億円）

米国における
日本茶カフェ

米国

長崎県企業
（（株）マエタク） 等

（総事業費 ５．２億円）

２．６億円

米国にて日本茶カフェの展開を
通じて長崎県産品等の販売

類型 内容 概要対象国 事業主体
（機構の出資規模）

日本食普
及と日本
食材の流
通支援

出店ハードルの高い欧米豪の主要都市で、
ラーメンダイニング形式の店舗展開を通じ、
現地製造具材や日本酒・焼酎等の食の流通
網を構築 39

IT 健康ｻｰﾋﾞｽｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ
※平成27年4月6日時点

※支援決定額については、上限額となっており、
為替の影響等により金額に変動がある。

②現地で稼ぐ－クールジャパン機構の投資案件②



40

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会に向けた取組

 ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技⼤会の開催に向けて、国⺠・⺠間企業における消費・
投資マインドの向上、海外から⽇本への関⼼の⾼まりなどが予想される。

 この機会を最⼤限に活⽤し、経済産業省は、東⽇本⼤震災を乗り越え、福島復興、地⽅創⽣を含め⽇
本経済の再興を進める。

 産業構造審議会に「２０２０未来開拓部会」を設置し、福島復興を最優先に、４つの約束の確実な
履⾏と５つのプロジェクト＋αを実⾏。


